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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第３四半期
累計期間

第18期
第３四半期
累計期間

第17期

会計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日

自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日

売上高 （千円） 1,317,807 1,555,088 1,860,373

経常利益 （千円） 112,401 256,602 199,045

四半期（当期）純利益 （千円） 71,044 194,388 141,446

持分法を適用した場合の投資利

益又は投資損失（△）
（千円） △9,815 15,202 △9,815

資本金 （千円） 546,952 553,465 549,156

発行済株式総数 （株） 3,667,800 3,718,800 3,684,000

純資産額 （千円） 1,785,572 1,893,949 1,860,383

総資産額 （千円） 2,061,561 2,236,309 2,267,556

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 19.42 52.61 38.63

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 19.00 49.45 37.88

１株当たり配当額 （円） － － 14.00

自己資本比率 （％） 86.5 84.6 81.9

 

回次
第17期

第３四半期
会計期間

第18期
第３四半期
会計期間

会計期間
自　平成28年10月１日
至　平成28年12月31日

自　平成29年10月１日
至　平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 9.00 28.50

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第３四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

　近年のSNSの急激な普及やEC利用者の増加、また生活者の価値観の変化と多様化に伴い、企業のマーケティング

施策には従来型のマスマーケティングとは異なる、新たな手法が強く求められる時代となっております。また人口

減少に伴い国内マーケットの競争激化が今後も加速していく中で、企業にとって生活者とのエンゲージメントをよ

り強固なものにすることが不可欠となっております。

　このような状況のもと、当社は、企業のプロモーション・PR支援を行う「マーケティング事業」、ギフトECサー

ビス「Anny magazine」を展開する「ギフトEC事業」の2つを軸として事業を展開してまいりました。マーケティン

グ事業については、従来より主力サービスであった「SNSマーケティング」、「PRサービス」、「エディトリアル

広告」に加え、当期より「アフィリエイト広告」、「トレーディングデスク（広告運用）」、「アドテクノロ

ジー」の分野に本格的に取り組んでおります。当第３四半期においては、SNSマーケティング、エディトリアル広

告が堅調に成長したことにより、売上高が増加しております。また、「Anny magazine」においては、サービスの

改善により利用者数及び決済数が増加しており、ギフトECサービスとして継続して成長しております。

　これらの結果、当第３四半期累計期間の売上高は1,555,088千円（前年同四半期比18.0％増）、営業利益は

241,815千円（同114.2％増）、経常利益は256,602千円（同128.3％増）、当第３四半期純利益は194,388千円（同

173.6％増）となりました。

　なお、当社はマーケティング事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

 

(2）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社の経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成30年２月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,718,800 3,718,800
東京証券取引所

（マザーズ）

１単元の株式数は100株で

あります。完全議決権株式

であり、権利内容に何ら限

定のない当社の標準となる

株式であります。

計 3,718,800 3,718,800 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成30年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 3,718,800 － 553,465 － 532,465

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式

3,717,300
37,173 －

単元未満株式
普通株式

1,500
－ －

発行済株式総数 3,718,800 － －

総株主の議決権 － 37,173 －

 

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

（注）平成29年11月14日開催の取締役会の決議により、自己株式を取得しました。当第３四半期会計期間末日現在の自己

株式数は、75,000株であります。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平成29

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,665,549 915,892

受取手形及び売掛金 458,179 468,236

有価証券 - 600,000

仕掛品 17,348 23,035

その他 16,947 21,912

貸倒引当金 △2,933 △856

流動資産合計 2,155,091 2,028,220

固定資産   

有形固定資産 20,499 14,294

無形固定資産 32,181 31,096

投資その他の資産 59,783 162,697

固定資産合計 112,464 208,088

資産合計 2,267,556 2,236,309

負債の部   

流動負債   

買掛金 179,262 148,462

未払法人税等 74,298 58,829

その他 136,150 117,366

流動負債合計 389,712 324,659

固定負債   

資産除去債務 17,461 17,700

固定負債合計 17,461 17,700

負債合計 407,173 342,360

純資産の部   

株主資本   

資本金 549,156 553,465

資本剰余金 528,156 532,465

利益剰余金 780,658 923,471

自己株式 - △117,841

株主資本合計 1,857,972 1,891,561

新株予約権 2,410 2,388

純資産合計 1,860,383 1,893,949

負債純資産合計 2,267,556 2,236,309

 

EDINET提出書類

トレンダーズ株式会社(E26933)

四半期報告書

 8/15



（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

 当第３四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 1,317,807 1,555,088

売上原価 732,836 810,434

売上総利益 584,971 744,654

販売費及び一般管理費 472,103 502,838

営業利益 112,867 241,815

営業外収益   

有価証券利息 - 11,016

助成金収入 1,500 3,900

その他 353 866

営業外収益合計 1,853 15,782

営業外費用   

支払利息 2,134 996

その他 185 -

営業外費用合計 2,319 996

経常利益 112,401 256,602

特別利益   

投資有価証券売却益 10,000 -

固定資産売却益 - 30,095

特別利益合計 10,000 30,095

特別損失   

固定資産除却損 12,509 -

減損損失 1,619 -

特別損失合計 14,129 -

税引前四半期純利益 108,272 286,697

法人税、住民税及び事業税 40,105 90,862

法人税等調整額 △2,877 1,446

法人税等合計 37,228 92,309

四半期純利益 71,044 194,388
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【注記事項】

（追加情報）

（自己株式の取得）

　当社は、平成29年11月14日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号及び当社定款の規定に基づ

き、自己株式を取得することを決議し、実施しました。

 

１．自己株式の取得に係る取締役会決議の内容

(1)自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策のため。

 

(2)取得に係る事項

①取得対象株式の種類　　　　　　当社普通株式

②取得し得る株式の総数　　　　　75,000株（上限）

③株式の取得価額の総額　　　　　150,000千円（上限）

④取得期間　　　　　　　　　　　平成29年11月15日～平成30年３月31日

⑤取得方法　　　　　　　　　　　東京証券取引所における市場買付

（取引一任契約に基づく市場買付）

 

２．自己株式の取得結果

　上記決議に基づき、平成29年12月12日までに当社普通株式75,000株(取得価額の総額117,841千円)を取得し、

当該決議に基づく自己株式の取得を終了しました。

 

（社債の取得）

　当社は、平成29年10月19日開催の取締役会において、クレアシオン・プリンシパル合同会社との間で第14回無

担保普通社債引受契約を締結することを決議し、同日付で締結し、平成29年10月27日に取得が完了いたしまし

た。また、平成29年11月16日開催の取締役会において、クレアシオン・プリンシパル合同会社との間で第15回無

担保普通社債引受契約を締結することを決議し、同日付で締結し、平成29年11月20日に取得が完了いたしまし

た。

 

１．平成29年10月19日開催の取締役会決議の内容

(1) 目的

投資目的

(2) 契約の時期

平成29年10月19日

(3) 第14回無担保普通社債の内容

①発行会社

クレアシオン・プリンシパル合同会社

②発行総額

1,000,000千円（１口 100,000千円）

③引受口数

３口

④社債利息

年率6.0％

⑤償還の方法及び期限

満期一括償還。平成30年３月30日にその総額を額面100円につき金100円で償還する。

⑥払込金額

300,000千円
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２．平成29年11月16日開催の取締役会決議の内容

(1) 目的

投資目的

(2) 契約の時期

平成29年11月16日

(3) 第15回無担保普通社債の内容

①発行会社

クレアシオン・プリンシパル合同会社

②発行総額

1,000,000千円（１口 100,000千円）

③引受口数

３口

④社債利息

年率6.0％

⑤償還の方法及び期限

満期一括償還。平成30年９月28日にその総額を額面100円につき金100円で償還する。

⑥払込金額

300,000千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

減価償却費 12,589千円 11,782千円

のれん償却額 3,310千円 339千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 25,561 7 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 51,576 14 平成29年３月31日 平成29年６月26日 利益剰余金
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（持分法損益等）

 

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期会計期間
（平成29年12月31日）

関連会社に対する投資の金額 -千円 -千円

持分法を適用した場合の投資の金額 - 15,202

 

 
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

持分法を適用した場合の投資利益又は

投資損失（△）
△9,815千円 15,202千円

※損益等からみて重要性の乏しい関連会社については、除外してこれらの金額を算出しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

当社は、マーケティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第３四半期累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

当社は、マーケティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 19円42銭 52円61銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 71,044 194,388

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 71,044 194,388

普通株式の期中平均株式数（株） 3,658,091 3,694,595

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 19円00銭 49円45銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 80,319 236,228

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

第４回新株予約権（新株予約

権の数3,444個）

※新株予約権１個の目的たる

株式の数は、当社普通株式100

株であります。

－

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月14日

トレンダーズ株式会社

取締役会　御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千 代 田　　義　央　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトレンダーズ株

式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第18期事業年度の第３四半期会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、トレンダーズ株式会社の平成29年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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